
  財監 第  103 号 

令和４年７月 20 日 

 

関係業界団体 代表者 各位 

財政局技術監理部技術監理課長 

 

土木工事における週休２日工事実施要領の改定について（通知） 

 

貴職におかれましては、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

標記について、建設業界の週休２日推進に向けた取り組みとして、土木工事における週休２日工事

実施要領等を策定し、平成 31年４月より運用を開始しましたが、更なる週休２日工事の普及のため、

一部改定を行いましたので、お知らせいたします。 

貴団体傘下の会員の方々への周知をよろしくお願いします。 

引き続き、業界団体の皆様と意見交換を行いながら官民一体となり取り組んでいきたいと考えて 

おりますので、御協力の程、宜しくお願い致します。 

 

  

記 

 

１．適用年月日 

  令和４年８月１日以降、契約する工事から適用。 

  また、令和４年８月１日時点で既に契約している工事についても、発注課との協議のうえ、 

  適用可能とする。 

 

 

２．改定項目 

   「実施要領」の改定 

２．定義（２）対象期間 

 

    

３.  改定資料・添付資料 

    01_ 週休２日工事実施要領（R4.8.1 版） 

02_ 改定箇所朱書き_週休２日工事実施要領（R4.8.1 版） 

    

 

４. 掲載場所 

  福岡市ホームページにて公開します。（８月１日以降） 

福岡市ホ－ム ＞ 創業・産業・ビジネス ＞ 公共工事・技術情報 ＞ 公共工事の技術情報＞ 週休２日工事 

https://www.city.fukuoka.lg.jp/zaisei/gijutsukeikaku/business/doboku-kijunrui/shuukyuu2kakouji.html 

 

【担当部署】            

福岡市財政局技術監理部技術監理課 

                                        ＴＥＬ 092-711-4844 
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土木工事における週休２日工事実施要領 

 

１．趣旨 

建設業界では、若手技術者の離職や入職者の減少など、将来の担い手確保が大きな課題となっ

ており、建設現場における労働環境の改善が求められている。 

そのため、福岡市では、労働環境改善に向けた意識向上を図るとともに、建設業界の週休２日

推進に向けた取り組みとして、公共工事における週休２日工事を実施する。 

 

２．定義 

（１）週休２日とは、対象期間において、４週間のうち６日間以上の休日を定め、確保すること

をいう。ただし、やむを得ず休日に作業を行う場合には、夏期休暇、及び年末年始休暇以外

で振り替えできるものとする。 

（２）対象期間とは、工事着手日（準備期間は除く）から工事完成日現場施工が完了した日（後

片付け期間は含まない）までをいう。なお、年末年始（６日間）、夏季休暇（３日間）、 

工場製作のみを実施している期間、工事全体を一時中止している期間は含まない。 

（３）休日とは、現場を「完全閉所」することをいう。なお、降雨、降雪等による予定外の現場

閉所日も休日に含むものとする。 

（４）「完全閉所」とは、工事及び測量等の現場作業や現場事務所での事務的作業など、一切の

作業を行わないことをいう。ただし、以下の作業は、現場作業に該当しない作業とする。 

１）災害時の緊急時に発注者が要請した作業 

２）現場見学会等 

３）休日の工事現場巡視（パトロール）、保守点検（現場内で行う重機のメンテナンスや補

修）等の作業 

４）資材納入、交通誘導、調査業務、運搬業務等の建設工事の請負契約に該当しない下請負

人等が行う作業 

５）その他、受発注者の協議により必要と認められた作業 

 

３．対象工事 

（１）対象工事は、福岡市が発注する「全ての土木工事」とする。 

ただし、以下の工事は除く。 

１）緊急を要する工事（災害復旧工事、単価契約など） 

２）適正な工期が確保できない工事（出水期における河川区域内工事など） 

なお、対象工事は特記仕様書、現場説明書に週休２日工事であることを明示する。 

 （２）基本、「受注者希望型」とする。 

なお、「発注者指定型」も可能し、事前に技術監理課と協議する。 

 

４．休日取得形態 

「週休２日工事」における休日の取得形態は以下のとおりとする。 

１） ４週８休：４週間のうち８日間以上の休日を定め確保する。 

２） ４週７休：４週間のうち７日間の休日を定め確保する。 

３） ４週６休：４週間のうち６日間の休日を定め確保する。 

なお、港湾請負工事積算基準を適用する工事で実施する休日取得形態は、「４週８休以上」 

のみとする。 
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５．実施内容 

（１）発注者からの確認および受注者による意思表示 

 発注者は、「週休２日工事」実施の有無について、受注者へ必ず確認する。 

受注者は、契約後速やかに「週休２日工事」実施の有無を決定し、実施する場合は、「４週８

休」「４週７休」「４週６休」いずれかの休日取得形態を選択し、監督職員に連絡する。 

 

（２）休日取得計画表の提出 

受注者は、週休２日の実施に関する計画を行い、「休日取得計画表」を作成し、施工計画書に

添付し監督職員に提出する。「休日取得計画表」の作成に当たっては、上記「２．定義」を踏ま

え計画すること。 

 

（３）工事看板等による表示 

受注者は、週休２日実施工事である旨を看板に明記し、現場に掲示する。 

 

（４）実施報告 

受注者は、週休２日の実施状況をとりまとめ、「休日取得実施報告書」を作成し、監督職員に

提出する。また、監督職員の指示により、作業日報等の提示を求められた際には提示する。 

 

（５）変更協議 

週休２日の実施に伴う工期の変更は認めないこととする。工事期間中における週休２日の休日

取得形態の計画変更が生じるなど休日取得計画に変更が発生する場合、また、設計変更により工

期が変更となる場合には、「変更休日取得計画表」を作成し、速やかに監督職員へ提出する。 

 

（６）監督職員の対応 

監督職員は、緊急を要する工事等やむを得ない場合を除き、休日の前日等において、休日中の

作業が発生するような指示は行わない。 

 

６．週休２日の実施確認 

発注者は、受注者から提出された「休日取得計画表」、または「変更休日取得計画表」と、「休

日取得実施報告書」の内容を確認する。  

なお、「休日取得実施報告書」の最後部にある「合計欄の実施」に記載ある休日取得形態を実

績とする。 

 

７．間接工事費等の取り扱い 

週休２日の実績に応じ、最終変更契約時において休日取得形態ごとに、労務費、機械経費、及

び間接工事費率に以下の補正係数を乗じて増額する。 

１）４週８休以上                           
労務費１.０５ 機械経費（賃料）１.０４ 共通仮設費１.０４ 現場管理費１.０６  

２）４週７休 
労務費１.０３ 機械経費（賃料）１.０３ 共通仮設費１.０３ 現場管理費１.０４  

３）４週６休                     
労務費１.０１ 機械経費（賃料）１.０１ 共通仮設費１.０２ 現場管理費１.０３ 

４）４週８休以上（港湾土木請負工事積算基準書を適用した工事）                    

労務費１.０５ 機械経費（賃料）１.０４ 共通仮設費１.０２ 現場管理費１.０３ 
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８．市場単価の取り扱い 

市場単価を適用する工事は、週休２日の実績に応じ、最終変更契約時において休日取得形態ご

とに、工種ごとの補正係数（別表１）を乗じて積算する。 

なお、港湾土木請負工事積算基準書を適用した工事については、工種ごとの補正係数（別表２）

を乗じて積算する。 

 

９．工事成績評定の取り扱い 

上記「６．週休２日の実施確認」に基づく確認ができた場合は、休日取得形態に応じて工事成

績評定で加点する。なお、達成出来なかった場合の減点は行わない。 

 

 

１０．その他 

（１）証明書の発行 

  検査担当課は、週休２日工事を実施した受注者に対し「週休２日実施証明書」を発行する。 

 

 

附則 

策定・平成31年３月18日  適用・平成31年４月１日 

改定・令和 元年９月 １日  ※水道工事を対象 

改定・令和 ２年３月27日  適用・令和 ２年４月 １日 

改定・令和 ３年３月30日  適用・令和 ３年４月 １日 

改訂・令和 ３年９月30日   適用・令和 ３年10月１日 

改訂・令和 ４年７月20日   適用・令和 ４年８月 １日 
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（別表１） 
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（別表２） 

 

   


